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【主要事業の概要】
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担い手対策事業

平成 ２８

農地中間管理事業

山梨県奨励品種等種苗
供給対策事業費

年度

各年度 4月1日現在

理事（常勤） 1
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設 立
目 的
経 緯
概況等

　当公社は、農地保有の合理化を進めるために、昭和４７年に財団法人山梨県農地開発公社として設立さ
れた。　平成６年に、財団法人山梨県農業振興公社に名称変更、平成１３年に社団法人山梨県農業後継者
育成基金協会と統合し、農業の担い手育成・確保対策に着手、平成１９年に山梨県就農支援センターを併
設、平成２５年７月に公益財団法人に移行、平成２６年３月に山梨県農地中間管理機構に指定され、現在に
至っている。
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所 管 部 （ 局 ） 課 農政部担い手・農地対策室

所 在 地 甲府市宝一丁目２１番２０号 電 話 番 号 055-232-2760

理事長　西野　孝

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://www.y-nk.jp/

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
山梨県
農業関係団体
市町村
寄付金等

2

E-mail ア ド レ ス kousya@y-nk.jp

平成２９年度平成２８年度平成２７年度

104,428 102,326

658,611

事業費（単位：千円）
内容

　農業経営の規模拡大、農用地の集団化、新たに農業
経営を営もうとする者の参入促進等を進めるための農
地の貸借及び借受農地の管理等事業

11,902 12,988

128,377

4,326

13,391

設 立 年 月 日 昭和47年4月1日

　県奨励品種等に位置付けられているもののうち、種苗
業者で生産が不足するものの種苗の生産、供給を行う
事業
　新規就農者等への就農相談活動等をはじめ、就農支
援資金業務、県民に対する農業啓発

3,000



【経営の状況】 （単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

7,643 8,399 8,472 73
0

21,753 18,423 25,737 7,314
34,766 34,544 52,910 18,366
69,131 69,151 79,183 10,032

653 734 2,358 1,624
133,946 131,251 168,660 37,409

事業費 128,304 125,052 157,503 32,451
うち人件費 37,212 28,414 52,231 23,817

管理費 745 942 433 △ 509
うち人件費 540 702 305 △ 397

経常支出　計　 129,049 125,994 157,936 31,942
4,897 5,257 10,724 5,467

299 8,302 4,222 △ 4,080
51,941 1,888 1,763 △ 125

△ 51,642 6,414 2,459 △ 3,955
△ 46,745 11,671 13,183 1,512

0 0 0
3,311 14,982 28,165 13,183

（単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

88,036 73,955 69,512 △ 4,443
682,648 673,969 673,658 △ 311
770,684 747,924 743,170 △ 4,754
31,032 26,319 26,289 △ 30

0
736,341 706,623 688,714 △ 17,909
164,132 157,624 148,062 △ 9,562
767,373 732,942 715,003 △ 17,939

3,311 14,982 28,167 13,185
うち基本財産への充当額 3,000 3,000 3,000 0
うち特定資産への充当額 311 11,982 25,167 13,185

（単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

0
人件費補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
69,130 69,151 78,973 9,822
69,130 69,151 78,973 9,822

人件費委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金　計 0 0 0 0
69,130 69,151 78,973 9,822

51.6 52.7 46.8 △ 5.9
14,333 8,178 2,726 △ 5,452

149,799 149,446 145,337 △ 4,109

内容・目的・金額

該当無し

該当無し

農地中間管理事業推進のための助成（農地中間管理機構事業補助金　67,494千円）
就農相談や就農啓発等の活動に対する助成（就農支援センター補助金　7,166千円）
県奨励品種等の苗木生産・供給のための助成（県奨励品種等種苗供給対策事業費補助金
4,313千円）

該当無し
委託金

債務負担行為
農地の買入など特例事業の推進に当たり必要な経費を金融機関等から借り入れをする際の債
務負担

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目
流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

【県の財政的関与の状況（平成２９年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 6 60.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 42 34 81.0%

効 率 性 5 18 15 83.3%

21 90 75 83.3%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込 1

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

・経営改善については「改革プラン」に沿って、一層の経営合理化・効率化に努め、長期保有農地の
売却に伴う損失処理や、会計検査で過大支出と指摘された委託金の返還を行っていく。
・農地中間管理事業、就農支援センター事業、受託事業などに積極的に取り組み、担い手への農地
集積、新規就農者への支援などに取り組んでいく。

合　　計

人件費、管理費などの支出抑制、農地中間管理事業、受託事業の積極的な事業展開を行うことによ
り、経営の安定化を進めることが出来た。

経営計画に基づき、毎年度事業計画を定め目標を設定し、定期的に進捗状況を確認するなど、計画
的な事業実施を行っている。

農業経営基盤強化促進法、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく担い手への農地集積
および担い手対策事業等の業務を実施しており、設立目的に適合している。

必要最低限の人員で事業を行っており、円滑な事業実施の両立が図れた。

人件費、事業費などの節減に努め、効率的に事業を行った結果、決算では黒字となった。

経営計画に基づき、事業費の縮減を図り効率的な運営に努めている。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

H28年度には、正味財産増減額の評価の警戒指標が発生したが、H29年度には正味財産増減
額が増加し、警戒指標が外れ、財務状況は改善されている。今後は、本年度改定される「改革
プラン」に基づき、公益的事業と両立する中で、収益事業による収益の確保とともに、経営の合
理化を総合的に進める必要がある。

・農業振興公社では、長期保有農地の売却差損や返還金の返済はあるが、事業収益を安定的に確保すること
で、経営自体は単年度黒字で経過しており、財務状況は改善されている。
・農地中間管理事業の事業量の増加や新たな事業の導入に伴い、職員の業務量の増加や専門的な知見が求
められる状況の中で、業務遂行に必要な人員・組織体制等のあり方を検討していく。
・公益財団法人としての責務を果たす中で、一層の事業収益を確保し、長期保有農地の売却差損に係る借入
金の解消と県への委託料の返還を計画的に進めていく。
・農地中間管理事業については、市町村、農業委員会等と連携する中で、農地の貸借による担い手への農地
集積を進め、山梨県農地中間管理事業の推進に関する基本方針に示す目標の達成に向けて取り組んでいく。
・本年度、改定する改革プランに沿って、経営の健全化を図っていく。

・公社は、関係法令に基づく農地中間管理機構及び県就農支援センターとして、県内農地の集
約化や担い手への農地の流動化、新規就農者等の確保・育成を図るべく、公共的・公益的な役
割を担っており、実施している事業は、設置目的に適合し、法人事業として適切である。農地賃
貸面積は県目標（450ha）のうち農地中間管理事業の実施分として300haとしている。また、農地
売買事業は過去の実績から5haとなっている。設定した目標の達成に努める必要があると考え
る。

・事業計画等に基づき、農地中間管理事業、農地売買事業、新規就農者の確保・育成及び就学
児童の農業啓発活動に対する助成等を行うなど県農業施策の推進に取り組み、前年事業の実
績に基づき、次年度の計画策定を行うなど、計画的な事業を実施している。また、試算表を作成
し、月毎の差異の分析にも取り組んでいる。

・農地中間管理事業の業務量の増加や新規事業の実施に伴い、平成29年度は2名の職員を雇
用し、職員配置の強化を図った。
・組織運営全般について、各課毎及び組織全体のチェック体制の強化により適切な業務の遂行
に努めている。また、ホームページにおいて定款、財務諸表等の情報を公開している。引き続
き、業務におけるリスクの洗い出しや情報公開、チェック体制の強化に努めていく必要がある。

・H27年度は受託事業における委託料の県への返還金が経常外費用として計上したことで、
H28年度までの三期平均の正味財産増減額が赤字となり警戒指標が発生した。H29年度は正
味財産増減額の増加に伴い、警戒指標が外れるなど、財務状況に改善がみられる。
・今後も経費削減等、経営の合理化を進めるとともに、収益事業の積極的な受託により、返還財
源の確保に努める必要がある。

・経営計画に基づき、各種事業の実施、受託事業による事業収益の確保等に取り組むなど経営
の合理化を図っている。

警 戒 指 標 数

得 点 率 83.3
1

B

・平成２９年度は、土地改良に係る事業の受託件数の増加や、農業・農村の活性化に関する調
査業務の新規受託により、一般正味財産増減額が２期連続でプラスとなり、一定の正味財産を
確保できたことから、正味財産増減の警戒指標が外れた。これにより、警戒指標に該当する項
目が県から短期貸付金を受けていることによる県の将来負担見込のみとなり、Ｂ評価となった。
・法人の主要事業である農地中間管理事業については、前年度に比べ農地貸借面積が増加し
たが、依然目標を下回る状況が続いているため、事業の啓発や農地の出し手と受け手のマッチ
ングの推進等により、農地の集積・集約化の進展を図る必要がある。
・今後も、改革プランに基づき、県への返還金や長期保有農地の売却差損に係る債務の返済に
向け、公益事業と収益事業のバランスを図りながら、事業を執行していく必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


